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分配の巨視的理論

一一ー集計的需要と独占による

分配理論の史的展開と総合化ー一一
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はじめに

分配理論の現代的課題は，分配理論が他の経済理論から独立して存在す

るものではないということであり，それは一方において，経済理論の趨勢
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が， ケインズ理IJ命だけに航ってきた時代からう史に， litli t各メカニスム J、、の

j型解へと流れが発展してきた近年，分配理論も又，成長する寡占経済の分

配即J命と Lて再編成されてゆかなければならないところにある心

ケ[1，Q観的分配問題へのアノローチのJiiLとLては極々の方法に，}<J

J ことがでEるが. (l)， ケfン次総供給日j教による分配J<li日l詰. (コ)， I;UW'I:， 

I~: の理，j命ベ;工需要説， (3)，マーク・ γ ヅゾ出品， (4)，“'7 、ウス・ケペ

-，:;('"またはケインズ派分配理論， (5)，新古典派分配理論ぎまたさらに近

年， I封と(5)との総什化理論， (引と(3)との総合化理論などの総合化がさかん

iこI試みら:llてL、る1)己

以後に， ニの小!自立-，:土第 1阜:が筆者の"相対的分(十 fÌÍîの，[lH，;~，正ノァ

ーグスン J<ll論を中心と ltこ灼-I~展開とそチバ化←ーfui I~íj 大学， 1968を， ;:u 

2 主主は"分配の!=:J~視 (r\;理論"一一一相対的分げ IÌÎiの決定t!~と L ての主計的;li

要と独占一一一福l司大学， 1971，を柱に修正を加え発展させたものである乙

特に第 1章を書くにあたっては，福岡大学の梅田正勝教授をはじめ，愛知!

大学の木村:.E，"，教托，長崎大学の児玉元平教托より参考文献のこ、来日介， ご

指導と，福凶大学の伊東正則教授には一貫して指導をうけーま Lにニとをこ

の頁をかりまして感謝の怠を)<l主寸c

第 1章 史的展開とモデル化

、1J古典派理論

1 -1 リカード珂i治

r11' J，l!!-{恨の分配理請は一般に経済!走長と資本蓄積のtiKi原凶と諸結架に主な

閃心がf[づけら，itているコ

リカードは分配諸においても農菜につL、て収穫逓jli.(i'J:次第にuわ，iLてL、
くと，地代，賃金，利潤の間にどう L、う分配関係が生ずるかを問題にして

おリ，人 11の増加は穀物に対する需要を増加させ， これほ土地収穫逓減を

通じて穀物の価格，労働の自然価格を騰貴させ，その結札利j閏を低ドさ

1) IIIW!:健 ι 一分 I~~の|工倒的用論 fl:弘悩I品品壬占\1ド凶f仏吋üj 〆大;: )た〈ぐ4子、子下孔J許凡:1山らジ比弘ιヒL己ムl品り佐，. ，~~ 乃在、 ;~/~ 1 ~J' ， ぃU~人

1971. 
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せる c 他方，以陸j由民のもとでの良耕の拡大(ヱ「限界範間内」の二lJ世にふj

寸る地代を騰旨させる力、ら， この土地を使用 LてL、る農業者(土投入量「労

働及び資本の結fTl A単位当 i)の'1:.産物の量ばそれだげ少なくなる乙

このように，人口とか収穫逓減の法則とかの問題、を入れて分配及び価(1白

の問題を考えている=ニ，-{1(まー稀の巨視的分配理論の展開である ο 更に，

リカードの理論i土地代を説明するために"限界原理" と総生産物から地代

を差ヲI(、た残余を賃金と利潤とに分割するための"余剰原理"の三つの原

理のL:に基礎づ;十られる， リカード以前の古典学派では平均的な生産条件

のもとで平均的な熟練度をもってノI:.v去を行なったとき必要とされた労働時

間が商品の価仰を決定寸るというく干均分析で〉をm(、ていた二開大原田ーと
す;すびついた限界分析，すなわち， I;n界原理.が経済理論の基礎におかれた

のほ1870年代， メンガー， ジヱヴオンズ， ワペラス十字が限界効用論をうち

たててからである〔

また， 分配中の動向に関寸るリカードの見解は必ずしも明確でないの

で，そこで，理論をモデル化L，図式を!丹して分配中の動きをとらえてい

くことにLょうハ

;己EJφ:

(1) 0/¥11 .. ....... ...雇用量

(2) OCD1 .. 1......... 総Qi'，~出:泣

ゆ，)Al' ………….. 'y均生産力曲線

(引 Mp…・…・…・・・・限界平産力曲線

(5) R……………小麦単位当り地代

(6) P ……・…一一小麦単位当:)利潤

(7) W ..…..........小麦単位当 1)賃金

仮定;

(J) 1-.地の量は一定で資本と労働の量(士変化寸る。

(2) 'UJ長 1X:l数(土 j~庁与で ， ~tf 本と労(刊との結 fT比三容は一定c

(;) ) 賃金中は生存水準に落若く Q
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(4) マルサス的人口法則が作用する。

モデ 11

Mn-MA 

(1) E
D 
= 一一色!日D 

(1)' AD=ED・MD

(2) W =OM.KF 

=OF.OM 

(3) R -， RAρc 

=AD・OM

(4-) P =OCDM-(R-W) 

コOC.DM-(AD・ο九1+0F・0ιM)
=(OC-AD-OF)O凡f

=COC-En・九1D-OF)

OC=MD 

P ={(l-EDJOC-OF}OM 

P _{(l-ED)OC-OF}OM 
(5) 一一一 一

OC.OM 

_ (l-ED) OC-OF 。c
OF =l-Enー
OC 

=1-(ED+35) 

(閃 1)におし、て，農業:工小麦

のf註の大三さ ογと院宗において

雇用された労働の昂:OXとするlf.

純な図の範囲の中に表わすことが

出来る。 Ap 曲線は平均生産力1111

線でMp曲線は労働の限界生産力

Y 

『コ

Wages 

O 
M 

Lαbour 

(図 1) 

Ap 

x 
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曲線である C

これら三つの分離Lた曲線が下方を1(1)く傾向にあるのは収穫iffii戒の法WJ

が作用Lているからであり， リカードの仮説ば与えられた供給価格 OFに

おいて無限の労働の弾力的供給曲線が合主，れている(この仮定の基礎とな

っているものはマルサス的人口理論であるL 労働に対する需要は Mp 曲

線によって決まるのではなく， どのようにLて多くの労働者ぽ賃金率 OF

に雇用を見つけ出すことが出来るかを決定する資本の蓄積によって決定さ

れる 2)コリカード地代論によると，地代l工最劣等地にお:十る労働生産件ーと

干灼的肥沃r!:[の[:tiliにお:十ろ労働'J:_斥性との主に依存ずるもので， このJri

(土(図 1)においてほ MDと MAとの差 ADによって示され，例え

(ポ，OMの場合:土 Ap (土凡11'， Mp は MAである，そのたきさは Ap

IIh線の D 点における弾力性 Enに依存Lているといえる弓つ主り弾力性

の定義にもとず、いて，

Eρ lYID-A1A 
士 ・・・・・・・一...............…...........................(1) 
凡11J

の関係が~!:.じ， さらにモデル(1)から，AD=ED・MDの関係が成立L，

地代は ED 曲線の弾力性によってえられる生産の技術的条件，すなわち収

穫逓減の度合に依存Lているといえる L， この意味で、はj也代 、hゆる

「限界原理jによって決定される 3) また， リカード・モデルでは労働の

投入量が増加すると資本の投人量も同じ割合で増加し，労働の限界生産物

.MA ~主労働用役と資本用役の共同の生産物である O そして， これをそれ

ぞれに労働用役に対する賃金と，資本用役に対する利潤とに分別する説明

原理が，いわゆる「剰余原理」である。:)カードの理論では Fは Mp と

無関係に決定され，(図 1)におL、て，01にそのノド準を OFとすると MA

が労働 1単位巧りから'[:.主わる利潤 p である l 故に雇用;止が決七ると，

利潤は雇用量に対応する MAと， '!:_ {T賃金との差に相当する残余として

与えられるっ資本の蓄信によって雇用量が増加すると，労働の限界生産力

2) N. Kaldor‘へAlternati¥'etheories叶 Distribution"，R. E. Stll. p.バム 19;'j()
3 )大野吉輝， !巨視的分配理論 pp.60ー61，11本評論社， 19日.
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a;rffii域寸るからニのモデルで;土限界単位の労働力、ら件られる利潤が次第に

減少しなければならないことがわかる。更に，モデルを分析Lていくと，

モデル(4)から，OMが大になるにつ;/lて，OC，すなわち小麦に対する

(限界)= (平均生産力)は低下し，EDは大になるつよって，(l-ED) 

OC (土小さくなるコ一方，OFは，賃金ほ生存水準によって決まる(仮定

(:1)) c つ主り，習慣，慣習によって一定か，あるいは上昇するので，そこ

で OFを一定か大になると考えると， { }の中は小となるD すなわち，

OMの上昇につれて利潤 (P)は小となるのである O ところで，利潤の相

対的分げ前l土，

P _ {l-ED)OC-OF}OM 
Y OC・01¥11

= (l-ED~ C!.C -OF'= 1-En-9l!. 
OCμOC  

(T' OF¥ 
=l-IE/)+';~\ 

¥ U ' OC J 

OF .. En・ 7l土卜.記の証明カミら[..昇寸るr;
日。(

・・・(δj

この分析によって，利潤が次第に減少してくることが説明されるコ

上j、上のように， リカートの分配月論を要約すると 1 労働は一種の自

然価格であり，賃金がそれ以下に低下すると労働人口も減少する。 2，賃

金は生存水準と Lての自然価格に落着く傾向があり，基本的にはマノしサス

s'J人口法則がつらぬかれているo 3 利潤は雇用量に対応する労働の限界

生産物と生存賃金との差額に相対する余剰である O そしてそれは資本の蓄

績によって雇用量が増加すると労働の限界生産力が逓減ずるから，手IJ潤は

次第に{民下し地代所得のみを増たきせてL、く J ただ，技術進歩によって

収穫逓減法WJのfOilが'1r Jj..主{l， -) i 1 ~jJ' I :J;Î'，~性 lUI~:~が LJjにシフト?るカ‘ざ

り， 上述の基本傾向がさまたげら，11る。

1 -2 マルケスの1聖論

リカード:JfP.r;向のモデル化(4)においてP (利;悶):i 1[;下していくことにな

ったが， ニの場合，PのIjlには地代 Rは含まれてし、なl'0 そこで， この
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R を入れて，マルケスの理論をう|片jしモデル化していくことにしよう c

マルグスの理論は，本質的にリカードの"供給用論"の応用であり，マル

グスとリカードの間には主要な説明原理の Yr~)rl~_がある 3 それは「賃金が生

仔水準に落若く傾向にあるJ， ということと， i利潤率が長期的に低下す

るJ，とL、う両者の説明原理の差異である O 前者は資本主義的生産が発展

するにつれて労働の生産力は増進していくが，それは資本の有機的構成の

高度化をとも危うコそこで，資本の蓄積がす十むにつれて，全投下資本の

うちにしめる可変資本の相対的割介は減少していくから，資本主義的蓄積

l土資本の平均的増殖欲にとって余分な労働者人口をたえず生み出すことに

なる(相対的過剰人n)っ リカート1ヱマルサスの人口論からしても， あた

かも可変資本の増加よりもつねに，包激な労働者人口の絶対的増加があるよ

うに説明して，その相対的過剰化から;土説明してなLらこのようにして，

マルケスは賃金がfT.f下水準に落着く傾向にあることを，いわゆるく産業予

備軍>をもって説明 l， リカードを批判した。後者の説明原理は，資本の

有機的構成の高度化を産業予備軍の坪ー論の中伎的要因として重視Lている

ことカ・ら Lて，ナtcわち，マペケスの考え方を資本菩杭がf門大十ることに

よって可変資本部分も主た著しく jf11大してゆくと，過剰人rlも生産過rAに

吸収されるから，京ー気の繁栄局而や資本主義経済の高度成長過程でほ技術

革新の波とともに大規模な新規需要が生まれ，大量の産業予備軍は発生し

にくいと考える坪J命もあるが，マルクス理論では，賃金の騰貴に起因する

利潤の減少を阻止寸るために資本家は労働力節約に新たな技術を採用する

から，それによって所与の大きさの資本が雇用しうる労働の量が減少する

(技術的失業九これが産業刊的軍を補充し，賃金上昇の圧力をi円減させる

と考えていろ二資本(土 l一同時に両者に作用寸る!C'資本の蓄積が一方で

は労働に対す乙市:要を用Jm寸ろと. 他方でほ労働者の「遊離j によって

その供給を増加する 4)0 i資木制的蓄積が， Lかもその精力とその大きさ

に比例して， たえず， 相対的， すなわち， 資本の中位IYJ増殖欲望にとっ

て余分な， したがって過剰または附加的な労働者人IJを生産するのであ

-l )長谷部文雄日);， 2v1arx i資本論~，抗 1 iii; (卜)， p.~990，古十、吉i ，f; ， l~Hj.L 



74 指8号(経済・経営編)

るむJ。これが利潤の長期的(傾向的)低下をもたらすのである口つまリ，

利潤率の低下はリカードのように労働生産力の低下によってではなく，反

対にそれの増大によって生ずるのである。つまり上述をまとめると， リカ

ードの地代所得と利潤所得を剰余価値におきかえ，マルサス的人口法則と

収穫逓減の法則による説明原理を資本の有機的構成と産業予備軍による説

明原理とにおきかえたのである。ここで，二つの基本的なマルグス・モデ

ルをあげると次のように書げる。

記号:

(1) V...…一可変資本

(2) C …・・・…不変資本

(3) M......…剰余価値

九f
ゆ -v……剰余価値不

C 
(5) V……資本の有機的構成

M 
(6) C十 V…利潤;f~

(マ) α………労働の分配率

仮定:

(1) 賃金は労働者の生存費に等Lい水準に決まる。

(2) 可変資本は労働力の価値ないし，支払賃金額に手 L~ 、ο

(3) 不変資本は資本設備の消耗部分と原材料とからなるゥ

(4) 剰余価値不が一定。

モデル:

(6) α =l-P' 

(7) p = -M-. ~V -
v C+V 

M 1 
v C 
V 十1

5)長谷部文繍， 1同上~， p-97i. 
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S 

q+l 

1M  C ¥ 
( ~.~T~~-== S →ー==q r，~;~"f-T ==pとする i¥ V V ヨ C+V ~~J~J 

剰余価値ヰ27は労働者と資本家とのあLだの純生産物価f
白で円多行フ 凡f ア

表わし労働の分配率 α，剰余価値〆千三 V との問f~(工次の式が成立する O

1 α=τヲ
1十干

=l-P' ...... ・・・・・・・・・・・・・・ー・・一一.....一一・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…(6)

(次にモデルの前提から)

吏に，モデ、 !~(í) ほ

一V

一

1

V
十

1
一
一

C

一
C

V

M
一

V

M
一
V

一一P
 

s ・……-……………………………………ー……(7)
q+l 

この式は仮定(4)により，剰余価値率が一定で、あれば、，資本の有機的構成

の高度化は干1J潤本を低下させることを表わLていろ。叉，モデル(Ii)， α= 

l-P'，の関係から，P が上昇するように見えるが， これは V の上昇に

すぎず，産業予備軍を含んでの上昇ではないっ

ここで，利潤率の低下の問題を資本論と対比さぜながら述べると，資本

論において「可変資本に比しての不変資本のこの漸次的増大は，剰余価値

率が同等不変すわなち資本による労働の搾取度が同等不変なら(f，必然的

に，一般的利潤平の段階的低落という結果を恒ずるに違いないれJと述べ

ていろハがこ ;}I(1，利j間半の低ド(士可変資本の絶対的減少によってではえ

く，不変資本にく bべて相対的減少によってノ!=.じしたがって資本によっ

て充用される生きた労働量に絶対的にはむしろ増大する。

更に，剰余価値を一定とする命題は午.ff:水準に落着くということであ

6)長谷部文雄， II'"J上~，議日I 部(上)， p-9:2. 
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[り)， f仮反に!実芙巨i賃王金が一一一寸うとで Fあ).ぺす fた二と寸寸h ると労匝回働JJI生i主:'1庄1主宅削j;~巨引~~'引'1性l

書割Jj合で、剰余価II山白半を序用IJ大Jさせるであろうか↓ら7う)，資本;の有機的構成の高度化

;土必ずLも利潤不を低下させるとほかぎらたい 7) 更に，宇~lJ~教f受は氏の

「経済原論8) 第三篇， 分配論 p.-168の中で Jたのように述べている。

「労働の生斥力の増進に伴う，不変ff本と可変資本と剰余価値との三者の

変動の数学的な推論から十ると，必ずLも利潤率の低落をもたらすものと

はいえないが，問題は労働の生産力の増進が，単位労働畳に対するう:産手

段の量の相対的増加となってあらわれるとしう，あら;〆〉る社会に共通な，

むしろ， 自明の原則が資本主義社会でこういう特有な形であらわ，わるとい

う点にあるい

-・利潤本の(氏下をめぐる論手;工現荘まで多くの学者によって争わ，れ

ているが，~に，資本論によって剰余価値との関係を三!とめていくと

マ y乙Lケスの基本的たモテデ、/ルしに?机ゴ引Lて引lは土州助の分配本引牝lば土Viにこよ川鳥定
さjれ[る口そ Lてニ.fIIは土i，労1働動力の価l格各と f和剰1)余fi師l而町1伯f立lとの相対(的l山'J)大〈きさlは土，

J次yた〈の二‘つの7事存存判d情!

(1) ヴ労;汀1例到flの延i日2乙， 主fたこ;ば土， ヴ吋7汀(働動の外征「的lド巾〈サjμy大大、〈宇:き?さコ (:!) ''Jíf刊の標準F!~J

強度， または， ーうζ昨年間内には .';t分i立のヴH到が一芝/1¥~;Il ろとい・.l:ろ fi:

労働の内包的大きさ口 (:3) 故後に生産諸条件の発展度に応じて同一時間

内に同一分量の労働がより大， または小なる分量の牛ー産物を提供するとい

うような労働の生応力9にそLて，剰余価偵は労働日の絶対的延長によっ

て生産される剰余価値を絶対的剰余価値といい， ここで利潤を剰余価値の

別名にすぎたいと寸ると， 法fVlそのものの論証と Lて， いま剰余価値率

C ....J.~ ~ l. 1 -r v宅 sとし資本の有機的構成 Vを qとし、， さらに，投下総資本に

~ ~ '"'1 +'11，' プマ 1¥-1 
たい寸る剰余価値量の比率でのる利{問小じ'+11を plと寸ると，次の式で

表わすと，先に述べたように，モデ、;"，(7)式が竺ずる O

7 )大野712輝， !"-l白j上.-，. pp. 67-68. 

付〕当 :~f型、)故， 経済!~日論 :u 3民. /，}i'q~ ，;>>iì. ]).-168，岩波占I，I{. 1%~ 

9 )長谷川;文雄， I JlLL~ ， :l¥ 1山. (卜)， pp.-818-81ν 
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11-=S' -V-=q 

p = S ……………………………………………………(7) 
q+1 

77 

この式カhら，P' :i sに正比例L， (j に反比例することが明らかで，

位に sを」定とすると qが P'の低ドをもたらす。ニの (7)式の志;味

ナるものは sの同時的な， しかも相応的な増加iにもかかわらず全体とし

ての経消にとって比長の技術的進歩にともなL、賃金の構成要素に比較して

C の価値が結果的に上持するにつれて利i間半が低卜ーするということであ

るO そして， リカード(!甘な賃金，地代を除L、た利潤Pも，マルクス的な剰

余価値としての利潤PのFr.j者ともに分析手法の差はあっても，それは低下

する傾向にあるということは明確になったコしカ通 L，たの二つの問題点が

洩る心

(1) i L'i irl:i!'!'Jjι)1> が必然的に，つねに Vに上ヒ例Lて Cの価値がWi.1Jrl
するニとをぷ味するカhどうか」

(2) 資本の有機的構成が上昇(低 1'-)十る場合に sが (7)式で必要とさ

れてL、るように一定のままでめるかどうかというニとであるG この二つが

マルクスの利潤半低下傾向の法則のZ主要な問題点であるむ

C2J新古典派理論

2-1 乙ックス坦!11白

古典派理論の分析のオ、イ/トとなったのは限界生産力原理で‘あったが，

その実際的迫iH:lにあたっては，不完全競争や，収穫逓増などを適当に処埋

LなければならなL、。

1これはリカードが地代を説明する際に出した「限界原理」の適用範囲

を，+地上j、外の要素にたL、しても寸'..tfi'Jに拡大したもので，モの基本命越

とよばれるものは l代詩原理Jである O 新古典派モデノLはクラーグとウィ
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クセルによって始まるとしわ:ilるが， しカ為 L，1tlも」般的におiしまれてい

るものの Aつにはヒッグスの「賃金の埋II命」がある， これl土次の三つの基

本命題に要約される10)乙

1. 任意の生活要素の供給増加は， もしその要素に対する需要の弾力性

が 1より大であるならぽ，その要素に帰十ベき絶対的分げ前(すなわち，

実質所得)をJ行方11‘「るであ心‘)， 

2. 任意の要素の供給増加は，一括されたすべての他の諸要素の絶対的

分けfIIjをつねに増加するであろう己

3. 任意の要素の供給増加は， もしその「代替の弾力性」が1より大で

あるならば，その相対的分け前(すなわち，国民分配分に対するそ:iLの割

合)を増加するであらう υ

ここで， ヒ、ソクスの「賃金の理論」に述べられている体系をモデル化し

てみると，

記号:

(1) !vll' …………限界生産物曲線(凶:2) 

(2) OL………一労働の供給品:(!三!:2 ) 

(3) L'C………ー賃金半(凶:2) 

(針 。BCL'..，‘・・賃金総額(凶2) 
(5) OMCL'…ー総産出量(図 2) 

(6) L ……………労働 ([gj3 ) 

(7) K……………資本(凶 3) 

(8) PL ......一一労働の価格(単位当リ)

(9) PK ……・・・…資本の価倍(単位当り)

帥 OABC ......相対的分けrlij

仮定:

(1) Kの増加がLより大きL、。

(2) 資本と労働との完全雇用を前提とする O

モデル:

10)内田忠寿訳， Hicks， ，-賃金の理論Jpp.-138-139，東洋経済新報社， 1955. 
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労働に刈‘ナる需要の弾力性は，

W dL (8) EL =-L dlL' 

(8)式を用いて

d(Lρ(1-..!-¥ (9) ~ ，;-;w.! = w( 1- -) dL -vv ¥ ~ E
J
. 

d (Lu.) EL>l ならiど ~>O 
dL 

制 Ec= _ d(え):2;
d(2;一)会

回 d(立二)=C1-Es)d( ~;;-)(会)

79 

第一の命題はそデ ':"(8)を導出する，需要の弾力性の定義をいL、かえたも

の-e，労働にたいナる甫要の断)J性は，

W dL =一 ・ …………………………・ー…………ー……(8)
L dw 

(8)を用いると，

d(L心=ω(1--:--¥... ・・… 一 ・ ・・…・・(9)
dL ¥ EL ノ

EL>lなら;工

d CLw) ~. ，_~w/> 0 
UL 

絶対的分け自iiを増大させることを表わしていると

第二の命題は(図 2)，チャッブマン 11) によって図解されたものである

が， ここではファーグスンによって図解寸るmo

横軸は労働の投ト品:を表わし，縦軸はそれぞれの限界生産力を表わして

いる C 曲線は労働の限界生産物曲線を支わすっいま，労働の供給量がOL'

11) S. J. Chapll1un， "The Remuneration uf Empluyers" E. J‘XV pp. 523-28， 19υ6. 

12)木村憲二訳，れrg山 on，微視的経済理論 1，Cト)， p.<l63. 11本評論社， 1968. 
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であると賃金半ば L'C，引lillb

の絶対的分げ古ij (賃金総額)

;工 OBCL' のrj'fi:ft{に手L

い。又， この場合の総花出世

;土 OMCL'のIIliWiこ1、:1い

から， 一-11~ された{也長ぷの分

;ナ白i](土 BMC の面積に等し

い印。労(動の供給t止が OL'
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された他要素の分:十前ば

AlVIEに手Lく.これ;ヱBl¥JC

;J~; 0け〔経済・送話制)

B

A

 

労
働
の
限
界
乍
産
物

P 

υ 
L' L 
労樹量

(L) 

(図2)

よりもJ:きL勺ニ jしは労1.fibの

限界Ii:.産物を差し I~I ~、た残余としての他の要素の分け前は他の要素の限界

生産物に等しくなり，総生産物は他の要素と労働の限界生産物に応じて配

分しつくされる(オーイラーの定理j

第三の命題は，経済進歩との関連で、生詑要素に価格変化があった場fr，

生産要素の相対的分け前がどのように変化するかを分析するために， ヒ、ソ

ケスの代将の弾力性という概念をHl~ 、たJ その「代貯の弾力性釦」と(主要

素の相対価格の変化下に対する要素の結合比卒の変化卒の比を意味する概

念であって，資本と労働とのあいたの代替の弾力性 Eぢは次のように定義

されるD

tli L V PL 
Es一-lk!p----， ノ至……………---・ H ・-……………………{JO)
d( ~L ¥ f 
¥PK ! K 

13)熊谷尚夫近代経済学， p.-loO. U本評論社， 1%6. 

15)内fH訳同上Jp.-138‘可変要素が他の諸要素と代替されうる容易さの尺度であ

るどのような事情におL、てであれ，も Lその生産杓の 1単位をもたらすのに，その

要素の|日jじ数量が必要とされるならは，その11ιJ(土，その代詳の弾力性はゼロであるぞ

(次頁誌につづく)
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横軸に要素の結合比半会，縦軸に価格比率之をとる。そこで(図

3) に示されるところの要素の相対価格の変化にともなう要素間の代替の

程度を表わす曲線 55'を描くことが出来るD

PL 
PK I s 

w
一p

B 

S 

S' 
S' 

O 
L 

K 

L 

K 

(図3) 

(凶 3)における曲線の弾力性が代岱の弾力性であり，これがドJjに傾

斜していることが均衡の安定のための必要条件で、あるQ つまり.， 'l;~に負の

勾配をもっ，なぜならば説争の結果~，技術的代替の限界中は減少する

と仮定されるからであるつ労働一資本，あるいは要素価格比中のある;:i!ij凡

された価値に相当する曲線のドでの域は，すべての資本利子に対する全賃

金の割合をボす。例えば，労働ー資本比率 OA と，そして，要素価格北

半 OBとすると，相対要素分け前は OACBの範囲によって与えられる C

この比率は労働一資本と要素価格比率とするすべての組合せに対して一定

である O つまり，制式に定義された代替の弾力性は，例えぽ，資本の限界

生産力(資本の報酬率)に対する労働の限界生産力(労働の報酬率)の相

対的低下が， 資本の投入量に対する労働の投入量の相対的増加1 (寸なわ

ち，資本に対する労働の代替)をひき起こす程度をはかるための指標で、あ

るO この曲線はさらに，労働と資本の二つの生産要素の代替曲線で，生産

(前頁注よりつづく)

また，本書でl主要素を入， Bに分It，それの ú!l i栴を Pa/Pb と， i~ されているが， ニ

ニでl主要素を労働L，白本K，，こ分けて，そのiltti十九北半を PL/?KにiRき， ソレン

ドリー，ブアーグスンと比較し易く Lた Q
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要素の供給におげる変化が分配に;及ぼす効果を示し， (凶 3)におし、ては，

OBが先に決まり弾力性との関係で OAが決まり，PdPf( は資本と労働

との限界生産力によって決まり，そしてその限界生産力は技術によって決

まる。 よって， 言いかえると， 曲線の形状(土生産の技術的関係に依存ず

る。 Lたがって，所得の相対的分け前;土も川正ら技術的関係によって決ま

るQ これが新古典派的な分配理論の構造である 16)乙

(以に，要素 K の使出世(土不変として，要素 Lの使用討が増加すると，

L の限界生産物は減少する(収穫逓減の法則i. ;Z， {反iこ，牛.産規模に対

する収穫不変の条件の下では，要素 Lの増加は要ぷ K の限界生産物を11"'1

大させる，なぜならば，Kだけの増加は K の限界生産物を低減させ，さ

らに双方の要素の比例的増加は，その限界生産物を変化させずにおく tの

であるから， L の増加は， 故に， K のもつ効果を相殺するにちがL、な

く，従って，Lのみの増加は K の限界生産物を上昇せしめるョさらに，

分配中と代替の弾力性との関係については， 1分配率一定の仮l出土，生産

の技術的側同を重視するかぎり，代替の弾力性 lとL、う条件をおけぽ成立

する 17)1_ もし代替の弾力性が 1よりも大で、あれば，L の0kJ1Jが K の使

用に比べて相対的に1官加すると， 55'曲線の下の短形の面積l工増加十る。

この面粧をiWJる式は，

PL L _ LPL ..18)(1]) 
PK K KPK 

すなわち，(叫式は総生産物が要素聞に分配される比率であるoλ， PdPK 

l制動の分:テ前にたいする資本の分け前の比率を表わしている。会が変化

したときの PdPK の動きは次の式で表わせるつ

(PL L ¥ ( PL \ (-~ ) = (l-Es) d( -F~-)( -if-) ω 
PK -K) 

-¥.....-LJS 
¥ PKJ¥K  

ω式から， もし代替の弾力性が 1に等しいなら;五資本と労働との結合比
率が変化しても分配率ぼ不変であることがわかる O 上記の式から次のよう

Hi) C. E. Ferguson， '"Theories of Distril】utlon 日nd Relative Sh呂res"pp. 25-26ラ

.Tahrf. f. Nationalりk.1I， Stat. Bd. 176、1%1.

17)児玉工、fZ.t巨視的分配のf里論j p.-llO.詳論社 EHi7

1町内田訳.il'fJ [二.[中. ~illl- :i02. のよを;行きかえたもの。
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に摘要できる C 広義の経済成長，あるいは発展が， (1)，労働人口の増加，

(2)，資本の蓄積， (3)，技術進歩を含むものと理解されると， これらの三つ

の要因が分配率にどう影響するか，が課題となるが，今，技術進歩が仔在

せず，労働と資本との供給量のみが鼎加する場合で，さらにその時，Kの

増加の方が L の増加よりも大きいとし資本と労働との完全雇用を前提

とし生産関数について上記の想定のもとでは L，Kに対応Lて PdPK

は必ず上昇する。すなわち，d(PdP'ρ>0とすると，倒式から，Es>l 
ならば，労働の分配ギは低下し資本の分配本はと昇するつ Es=lならば，

分配本は不変ョ Esく1ならば，労働の分配率は上昇し資本の分配本は低下

する 19)。このように代替の弾力性を用いれfi，資本と労働の相対価格の変

動による分配率の変動を計測できる O さらに，技術進歩が分配率にどのよ

うな効果を及ぼすかは，その技術進歩の性質によって異なるが， ヒックス

によると，その技術進歩が三つに分け ~h る o (1)，労働節約的……資本の

限界生産物を労働の限界生産物より大きく高めるような技術進歩。 (2)，I!:J 

立的……両者を同じ程度に高めるような技術進歩。 (3)，資本節約的……労

働の限界生産物を資本の限界生産物よりも大きく尚めるような技術進歩。

I P ¥ 
さらに， これら技術進歩のド果ルして (a) d( -'"nL )<0 ならば労働節約. '-"-' '-，¥PxJ 

( P ¥ '，f-， I n ¥ rI ( P L ¥ 的， (b) d(-'"nL)=Oならば中立山， (c) d ( -'n L ) >0ならば資本節約的であ
¥Pg } ¥PKJ 

る。 ω式によって，技術進歩がd(立)くOの場合は Es>l，又は Es<l
に応じて労働の分配半は上昇， もしくは低下する。吏に， 技術進歩が，

d (士一)>0の場合は逆のことがいえるし，技術進歩が中立川場合ほ分
配率は変化しなL、20Jc 分配率がL、かなる傾向を示したかをカレツキ-(主実

証研究しているが21〉， ここでは省略する己更に，最後に第2章を摘要する

と相対要素価格と，故に相対要素への分配は純粋に技術的現象である O つ

まり先にも述べたように， 利潤所得比率 PjYの決定要因の導出過程は

19)アメリカ経済及び全体としてのて業部門は Hsく1，他方，合会くの1企業及ひ、生産物

グループは Es>lの生産関数をもっている形跡が実証されている。 Ferguson，]. 

P. E. 1965， pp. 134UK R， E， Stat.， pp. 305-1:-3， 1963. 

2ο) l}'lIl1訳「同上J，p. 1-lfi. 

21) M. Kalecki，“Essay in the thぞoryof Economic Eluctuationぺpp.Hi-17， 1909. 
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戸‘ LPdPK が先に決まり，弾力性との関伝で が決まる ox.. PdPK は資
K 

本と労働との限界生産力によって決まり，更にこれは，伎術によって決ま

るのである。すなわち，彼によって技術的生産力によって分配が行われ経

済現象というよりも伎術的現象であるということが説かれたのである O

C3Jケインズ派理論

3-1 カル夕、 -l:Ij1.tj向

今日の所得分配に|却する分析の多くがケ、インズ(1句手法(貯主主投資的均等

化方式を利用する有効市要の Widow'sCruse J型論〉を利用しているつこ

の代表的なものとしてカルダ一理論があるつ

従来の理論は恒常的成長の必要条件の分析に終始Lてきたが， カルダ-

i主改・長と現実的過程を理論的に実証することを直接的な課題としているc

さらに， カレツキーの短期的な分配理論を長期的な成長理論iこ導入l，分

配問題を成長理論の新しl..¥rj.l心課題としてし、るO え， 成長過程を規定する

究極の要凶とされる¥tr蓄率，技術進歩手がハラメーターと Lて取扱われて

いる従来の成長モデルと異なり， カルダー・モデル(土， これらは内生(1凶器

変数に依作するものとして関数の形で内生(IJに去現されている G ケインス

の乗数理請は賃金費用と価格との関係 (l、わゆる分配卒)が与えら，れてい

るとき，投資が産出高及び雇用水準を決定することを説明するものである

が， それを， 逆に産出高及び雇用水準が与えら，{Lたとすると， 乗数埋論

は，投資が分配率を決定することを説明する理論として月jl、ることができ

るコ前者の手法は雇用論的適用で短期的， あるいは静態モデルにおし、てj画

庁jされる。後者は分配論的適用で長期的， あるし、は動態的モデルにおいて

適用され，産出向及び医用量;は所J与とされなければならないニと(1. 産出

高及び雇用量が甫要量;によってではなく所与の労働資j原によってのみ限界

づけられると Lづ仮定，つまり完全雇用の仮定を意味する22hモデノしでは，

:2:2) C. 1¥. Kaldor， "A Model of Econりmlじ Growth"E. J. pp. :26~-1 ， 1957. 長期的

なb主長分析において完全雇用を似定することの芸当性は烈しい沈滞期は別として，

長期的には近似的に完全雇用に近い水準が維持されてきたとL、う歴史的事実によっ

て裏づけられるち理論的には資本蓄積の低い/l~ば別と L て. 全労働人口を吸収しう

る行本主義経昨で11.十円市川JIN:I-.<と伸縮1下JUfli絡がIIIJ1i(とさ，/tる|民 i) • ィ、プ己 ~~It引11j') 

;iJût工不安定である c 完全医用均街においては.足数過程が分l'~l二本を動かすことを通

じてt{，(共車合とのゴ土が安定|刊にもたされる。
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分配率の決定要因として有効需要の構成から社会階級の支出性向が重視さ

れる。ここでは，限界生産力の概念とは本質的に異なった分析から成/にて

いる。更に先に述べたように， モデルは完全雇用の状態を仮定l，所得水

準を一定とし，投資所得比率を外生的変数と十ることによって未知数を所

得分配率に縮約した。主要な分析手法はケインズ的な乗数分析であり，

7ケインズの乗数は総所得を二つの要肉，投資支出と貯蓄性向の結果と L

てあたえ， 同じ分析は，主た実質総所得，産出量を一定とずると，賃金と

利潤との所得分配に適用しうる23)。

カペ々一白身は分配そのものを論じたと~，、うよりも， 成長との関係を論

じたのであるが， ここでは分配をrド心に彼のモデルをながめてみると，

仮定:

完全雇用の労働・資本比率 (LjK)が所与である。

資本家の平均(限界)貯蓄性向。ρ〉と労働者の貯蓄性向 (sw)は所与

の定数であり， 0三swくst亘1の条件を満足しているつ

モデノL

W を賃金所得，Y を国民所得 1 を投資，P を利潤 sを貯蓄，
swを賃金からの貯蓄，swを同貯蓄率， sρ を利j問からの貯蓄，ゆをrjfJ

貯蓄率とすると，

国民会i汁的なl謁係によって，次のような恒等式が得られる O

Yc==W+P ......……・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・制

1 =S ……………-…・…・……・・………………………………純

S=Sw十Sρ ..........................................一-・・・・・・・・・・・・・・・加)

資本家貯蓄を st=stP，労働者貯蓄を SwニーふJW，とおくと，総貯蓄Sは

s=swW+sρp...............................一..........・・・・・・・ー・・・・伽

が得られるン

制式との関係で両i立を Y で ~1:1j乙~，

1 W P 
-…・(1カy 一、 Y -，- 01' Y 

23) :¥. Kaldor，-I，iJ上J，p.-9o. 



8(1 第8号(経済・経営編〕

が得られる O

すわ (1 ¥ 
カルダーのモデルで、は，投資所得比学(:r-lは外生的変数として取り扱

¥YJ 
われているD 更に，各貯蓄率を所与と寸，ht1，経済の貯蓄率は所得分配率

に依存する。上式より，

P 1 1 sw 
γ =ぶ》ご-sw.-y-sp=-s元 ・・…・ ・・…・・…・…-…・・・・…・側

制式は Sと Iとが等しいと L う，均衡条件を含んでいるo Fは明ら
P 
S'y P かiこ山UJ，そして;に依

8p-SU' 

(図 4)w 

I S 存する O

y y カルダーにおいては， この

制式が分配率における基本方

程式である。すなわち，spゃ

sUJ が一定であると L、う仮定

よ カら，利潤所得比率(~)は
ー まったく投資所得比率(よ)

によって決定され， したがっ

て，も Lこの仮定が現実にも

大体あては主るとすると，同

〉予~ .Pù-%'l~~ー島市 (1\-: L 日 _1_.1" ).J:' 
式から明らかなよフト技弘明件lt下 (y)か]千f--t*1ば，その sρ二sw-iU-

勺 fP\.~- '..2.一一 ーだけ利潤所得比み(~7 )を泊め 所L投資所得北本の低下は同じ倍不で利¥YJ ・」

潤比率を低くするはずであって， 国民所得Iドの投資の割合を引上げること

が利潤lt:子1を高める原因となる c

すなわ r~， 利潤分配平と L、うものは所得階層の貯芸不と投資所得比率に

よってがとまり， もし， 貯蓄ヰ:がゥζであるなら;ど投資不というものが分画t

に影響する C 投資本のと引， いわば好;;t気になれば利潤の分配中が高ま

~-1)プァーゲスンは，j命丈 "Th判n判りf Distnbutiけn江ndRelatiw Shares" JahrL f. 

Nationalok ll. St川、 Bd. 17仏 19fì~ ・ pp. ~:-l<l(-jの ylで，ブJ ノ L ター・モデんをつぎ

のようにまとめている〔干IJ;I;'I分 f七円三と内引町内比率の|羽í7f;、をぷす式(土l8:線で ;X~ -l 1ズ|

で示される。
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1) ，これが下降すれば利潤の分配率が低下する， という関係にある口

で述べた千は投資財需要であって併構造ではない， とL うところに過

去のモデルと異った特徴が表われているのである O

カルダーのそデルでは，所得は完全雇用水準で、あたえられ，投資は完全

雇用と整合的であるように， なんらかのかたちで、外生的にあたえられてい

るG さらに又，カルダーのモデルは“window'sCruse e妊ect"をしめLて

いる， という点で，貨幣論型の"ケインジアン"モデノレとL、くぶん類似し

ているο すなわち，企業者は自らの支出したものを稼得し， 主た労働者は

什らの稼得したものを支出するのであるo Iカルダーのモデノレの具体的な

特徴は，静学的であり，それは l財のみをとりあつかっており，商品の相

対価格を無視していると L、うこと， また要素の相対価格を無視している 0

2種類の財，消費財 (G)及び投資財 (1)を明示的に認めるならば， よ

り一般的なモデルに再くことができるが， その場介には技術的な関係の若

干の種類を導入することが必要である25) 

第2章 総合化理論の展開

C 1 J集計的需要と総合理論

1 -1 フィンドレ一理論

ブ fントレ 25)こブァーグスン 27)の祈Lい珂論は，限界!京珂から派生し

た代替原理と乗数原理とを{井合して総合的な巨視的分配理論を投開され

るC ブァーグスンの総合モデル(土生産要素のfモ用に関寸るに、ソケス的な技

術的代替の弾力性と L、う概念と， カルダー的な有効需要の側而との総合理

論をうちたてた理論であるが， 三，-{l:工 7 1 ンドレ一分析を利用したもの

である η 新古典派ば技術的関係から川f~} 分配'k考 '~fL ， 牛l主-要:，{.~の相対fJ1!î

~;)) C. L Ferguson. "'The:¥eけじl白川lじalThe川、 りfIJrod llCt iけ11 and D凶 trilmt i(川円.

pp. 317~31R. 1969. 

26) 1<. Findla¥' "EcOJ1けJl1icGrowth ancl the Di計 nhl1ti円11 Sh日r肘 "KE.叶11司 pp.

167~7代 195b.

~ì) C. E. Fergl1州11 ・・Th庁()f!C討 。f Dl~trth l1 ti の11 ancl l<el川口e ~hares" ，1:1111'1'. j 

::-Jationalりk.u. Stat. Bd. 17b， 19b-!. 
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格は導入しているが完全競争均衡を仮定して生産物の相対価格の変化を表

面化していな~ ¥0 他方，カルダー・モデルで、は物価と賃金の関係が相対的

分け前の決定に重要な役割を果たLているつ生産要素の相対価格と生産物

の相対価格;工分析で、は扱われていな~、。ここで， ファーグスンば， この相

対価格を導入しようと企て， (a)，有効需要と技術的条件の間の関係がどう

なっているかo (b)，相対的分配， この二つをねらい， これをもって総合モ

テ、ノしを分析しようとしたっここでは， ファーグスンの総合モデルを説明す

るliirに， その原理!とな η ているプィント、レーの理論を究明することから始

めるつ先ず，ブァーグスンの総合モデルが発表さAlた，その 4年前に，ワ

インドレーによって，新古典派理論とケインズ的分配理論との総合モデル

が発表されているc このことによって， ファーグスン・モデルの基礎とな

ってL、るものはフィンドレー・モデルであることが考えられる O また，ヒ

ッグスが1930年にとりかかり始めた，代替の弾力性でもって新古典派が公

式化されたのであるが， その後iこ，カレツキーは"独占度"の概念に基礎

をおいた彼の分析を提示したのであり，その頃，この問題に接近するケイ

ンジアンと Lてカ心夕、ーが現われたのであるョそして， フィンドレーはカ

ルダーのマグロ的経済と生産要素使用に関するヒッグス的な技術的代替の

弾力性の概念でもって総合を企てたのである O

先ず，フィンドレーによるカルダー・モデルの説明から始めると O

三1 仁i ・
い')

(1) Oc……消費財の産出量

(2) OK ……資本財の産出量

(劫 C ………消費財の価格

(会)K………資木財の価格

(5) π..，……価格比平。
(6) OR=ーι二 (1::<14)

¥../K 

(マ) OS=y (1量4) 

制 C 生産要素の相対価格
1. K 
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率

不
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(9) 

。的

rム T

X五・

OK>OC 

ι は所与
-L-(土外生的に決まる。

仮

(1) 

(2) 

ゆ)

モデノL

制式を swで微分して，

。(-~-)ゆ-ι
........• '(19) 

8sw (sρ-sw) 

側式を stで徴分して，

。(~ ) ~ y}  - y 
..・・・・・倒。st (St-SW)2 

p = J_I ...…………・・…ー………-………・・……………但)
Sp 

、、‘目
a
，，J

r
a
'
h
 

向
凶
、

1
Eム+
 

1
一仇一仇

一

M
d

1 KOK 1 
y--c(九千KO→--COr. 一

ι 五 五十1
KOK 

カルダーのマグロ経済理論において分配率を作用させる決定的変数は投

カルダーはそ資所得比率であるD ケインズ派会計恒等式の操作によって，

の説明に達している C

。。
品
川
可

'
仰
い

W
一一刊

一
ぷ
一
-h
y
 

-
C
U
 

I

Y

 
、1ノ
-
W
 

C
U
 

1
↑一一伸一

一
P
一
Y

lV 
開高村 I とすると 子のけ7-~上7を

::'8')中止 SIυLの問はiE数としそケ三られて 1.、て Iはそれらの平均の六j雪7そで，そ

のたきぶ(早川よ行本と労働そ，/L;，どれのj'HA.]IYJ分げliIJとえっている。故lこ 5 は(必

然的lこ')---定でなない， 之帥式を賃金分I~[;-fミの決定を示L.変形すると，

vV sp 1 

y sp-sw st-sw Y'  

01きドlずる。
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ここで，Pは総利潤，Y (士出民所得，1は投資，spと SW 土利j聞と

賃金それぞれの貯蓄性向であるG 前者[土後者よりも多く得られるC つま

り， sρ>SU'土カルダ-..:モデルの安定条件でもあったL，例式より賃金

労働者ぽより多く，利潤所得者はより少なく貯蓄することによって賃金分

配率あるいは利潤分配率をと昇せLめることが理解さわるfご

と式凶を Sl!' で微分すると，

。(-~) Sp-~-? 
・・・・・・・・・・0母29)

θSW (‘ψ-SW)2 

1 
となり倒式は正であり ，Sp>yであれぽ賃金労働者の貯蓄率の上昇 u白

I 
費性向の低下)は賃金分配本を上昇させる G ゆくyならば低下十る。同

様に，制式をゆについて微分すると，

。(~ i ~ 
、Y) Y 
ost (St-SW)2 ・・・ ……… …・… …・・・ …・……..…伺30)

資本家の貯蓄率の低ドが利潤分配率を引き tげるためには I/Y>swで

あって，I/YくごSlU ならば，そ，11は低ドずる C

さらに，物価との関係は， もL，st<swであると， 物価の下落(;t'j'M要

を減返させ，その結果，物価の寸方の下落をもたらL，物価の上持は需要

を増大させ，その結果，物価のL、っそうの t昇をもたらす。このシステム
1 

の安定度は例式の係数 τ 五 に依存している O この比率は投資比平の
Sf)-SW 

変化に対応する利潤分配不の変化の度合をあらわし， カノレダーはこれを所

得分配の感応係数 (coe白en1of sensitivity of income clistribution)と上

んでいる。 stと SlV の差が小さいほどこの係数の数値は大きくなり，投

資比率のわずかな変化が利潤分配率の大幅な変化を生じさせるo SW=Oの

とき，つ主り賃金からの貯蓄がゼロの時，

:29)児玉元Tに 1"1[-:，p.り1.

:~())帥式は川く J の条件によコて正であり，資本家階純の貯蓄率の上昇(附
性向の低卜工労働!Jjfftjlの分配さ与を上昇+せしめる。
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p=よ1.............................................................. .(26) 
の関係が成立する。この式は利潤が投資と資本家の消費性向とに依存して

資本家支出と利潤とのあいだの“widowsすなわち，いることを表わし，

Cruse"的関係にほかならないご

との関係はこのくらL、にsw とsp カル夕、ー・モデルにお(十るさて，

フィンドレ-v士、十ルして，更にウインドレー・モデルの説明にはいると，

ダー・モデルの投資所得比率を次のように書きかえている〕

1 KO" 1 1 
y む0記」JKok=「丙 ..0---;-… … …・ ・・ ・……・例

十 1γ~C +1 
KOK' - . OK 

とC OKは消費財と資本財の産出世を表わL.土記の例式で，

K はそれぞれの価格であり，

と。C
は二つの価格比率である。更に，資本財γ 

そし産業と消費財産業の生産関数は双方共生産規模に関して収穫不変で，

て資本財産業は千ji;に消費財産業よりもさらに資本集約的 (OK>Oc)であり

これはヒックスの技術的な関係に凶示分析の使用で容易に示される 31)。

生産物に対する需要関係を結ひ、つすぎなかった生産要素の代替関係に，

けている o (図5)において，

οc 
曲線 TT 線上~こある(\点 P

ORの勾に原点 O

配は企二を測る，点 R
OR 

おける接線、の横軸における戯

V~ 

と結ひ，

(
消
費
財

片 OSは商品に換算して測ら

れた国民所得を決定寸る円

{反に， 点 R カ、:コプfE白線を

。まで引くと資本財軸の}/~ p OK 

OP は資本財の産1J:l，量の大き

Jは故に，
(図 5)

OPか

31) R. Findl日Y，IciJr.. pp.17乙3.

さであり，
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ら05までの比半であるつ仮に， ORを Oι の比ヰ吃低下十る方向に循
環させると，資本財産出品:は増加L.

減少するご投資所得比苧ーはそれ故に，

にノK

資本財によって測られた国民所得は

Ofが減少するのと同じように増加
、JK

する'::J{I反に，すべての財源 (resources)が，資本財のみの全産に向けられ

るならぽ， Ocがれであれば，cl工1となり，
VK 

又， すべての財源が消

O や I
費財に向けられるならば，万;ーか無限大になると yは七、ロに等しくなろ

うC これを(図6) 
1 L. 0 で示すと，一→と-y '-- OK との関係は，

p， 
p， 

5 

1 、、、
t 、、、
与ー、
1 、、、

。C
OK 

L"P 
K r 

(図 6)32) 

1_  S 
Y 日 Y

労働資本比率二ば存在量によって規定され， 所与である。 Lが決ま
ると， これに対応して企ーが肘:).そ川よって乏が肘り，所

VK 

~Él.l...>.i!Ii;:! ，~:昨7 、マ w 月 I
与左しての}どがJちま i).所得小両日〆千戸が決主 0，-これは長か yの

減少関数であることが埋解される'::J;/..人口増加もワインドレー・モデル

においては外中的変数とき;/l ， 主たよも外!~:Jl~f=-?'f:まるとされている ο

32) R. Findla~ ‘ IwJ 七 l】.-ln ， を筆者が書きかえたものc
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を一定として L が低下し?とすると I と Ocーとの関係は生産物一， y '- OK 

価格が不変とすると Ocの絶対世は減少するン又，生産物価格の比率と

生産要素価格の比率を一定ルするん L の低下l工 Oc の比辛を低下さK -~ 1"'-" 1 ，~ OK 

せる O 会c の比中を一定に保つなら;前産業部門では労働資本比率は低
VK 

Oc P 
下し， p;ーは l:Jf-t /6 ~そ」 C ， 。正 こ p;の関係が(凶 6)の点涼
で:'/I~ される O

ここで，カルダー， ブインドレー.ブァーグスン， のモデルにおいて，

Cを決定する原動力となっているものは， カルダーにおLてはよであ
I 

り，フィンドレーにおいイも がその原動力ルなっていることがわかっ、 Y F-J '- -..- '/.j"';;7:jF..J/...I '--

P ~.，g;， "'tit n::1 u.. 1 P 
たc そして，その の導出過程はーから が直接決定される方法と，y '--，-r l-'-<-'=I-L.'~ Y N './ Y 

O ゃ p
が与えられ，それによって G かがとまり ιががとまり ーが決まOK  N V"  0- /， P

K 

る過程とがあり，又， このことは次に述べるブァーグスンと型を同じくし

ているが，その導出過程にl土相違があるョ

1 -2 ソプーグスンタILi命

カルヲー・モデルにたいしても， それは供給の側の要因を無視している

ということで， こ;JLまで多くの批判がなされてきたが， 例えば「投資はひ

とたひ実物資本として結実すると，労働生産性の上昇， あるいは労働力に

対する市要の増加といった経路をつうじても分配率に影響を及ぼすム近年

の多くの総合化は， このように需要側を重視したカルダ一理論と限界生産

力説との総合化がさかんであり， ブインドレーをはじめ， ここにあげるフ

アークスンもそうであるこ

ブアーク。スン理論;ヱ，カルダー的な有効需要の側面と， ヒックス的な代

替の弾力性の概念による供給的側面とを結合した分配理論の総合化を意図

したもっとも興味のある分析である G

彼のモデルは，次の[反;どによってはじまるc

0;( 定:

労働と資本の完全利用， さらに Lの比をパラメーターとし， さらに
K 
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メ， 資本家の平均(限界)貯蓄性向。ρ) と労働者の平均(限界)貯

蓄性向 (sw)は一定であり，つねに一一定の貯蓄率を維持すること，ゆ>sw

であるが，双方とも， 0玉swくsp豆1であるコ

さらに，モデ、/しは二つの財(これまでの国民所得 Yを G と1，ずなわ

ち，消費財と投資財の二つの財に分ける)と二つの一般化された等質的な

生産要素をもっている。それ故，商品の価格比率と要素価格比率が決定さ

れなければならない，それと同様に 2種類の財の産出量も決定されなけ

ればならなL、。さらに消費財と投資財の供給は常に需要にひとしい均衡状

態を問題とするから， 2財の産出はその需要によって表現される c

ファーグスン・モデルにおいては， (I)商品に対する需要が分配に影響

し (2)生産関数が分配に影響するつ (3)動態的プロセスを考える必要があ

るO この三つの要点をもって成長と分配の基本的原理を追求することが可

能とさ，hている 33)。これらの要素のほとんどすべては， 二つの基本的理

論，カんターXt..l而， ヒヅクス理論から出ている O 特に，成長と分配のモデ

ノしにおいては， トくなくとも次の三つのものを合むものでなければならな

いとしてしる o (1)，財についてJ種類，すなわち，消費財と投資財， (2)， 

投資について三曲知，すなわち， [，~l定資本(投資財)と運転資本(投資財

の在庫品)， (3)，労働者と資本家i山j者の消費と貯蓄， ニの三つがモデルの

中心的地位を占めなければならないとしている 34)口これらの要点を念頭に

おいて彼の総合モデルを分析していくと c

まず，国民所得の会計的な関係によって，

}7:=W+p................................................'"一・・・‘・・・・・・倒

W は賃金 p 工利;f自の総額を示す。

33) C. E. Ferどuson. "Thぞones りfDistribution and Re¥ati¥で Shares"J ahrf. f. 

)!ationalらk.u. Stat句 Bd.176. 19付Lp. 35. 

3-1) C.E. Ferguson. I"J 1，.， p.35. この分げ-}jは.例えば， E.M. So¥o九"'}、echnic乱i

Chan只eand The Aggre只rateProcluclllction FUllじいり11円1¥.E. Statistic， XXXIX. 

Aug. 1957， pp. :)1~-20 と J. ¥いhiI1S0I1."Theえじじ1111111¥atioI1uf Capital" 195ti に

合ま;/1，ている。
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働式を，さらにカルダーの貯蓄関数を用いて，

S=stP+swW・..................................................・・・・・・(29)

次に， カルター的な投資所得比率(!rì と利潤分配率 (~ì を関係づけ¥y; ¥y; 
る方程式と Lて，倒式と (29)式から~~式を導きだすことができる O

J =(sp-MY〕C+SW 倒

~o) 式で注意しなければならないことは，カバーのそデ、ルで、は C l土外

崎数であるJによって決まる，ということであるo つまり， よは成
長率と資本係数とによって決まり， こ，hも外生的に決まるのであるが，投

資自体は予想利潤率と利子率によって決空り，予想利潤率は非経済的条件

によって変化する。あるいは国外経済などにもよるが， ;白身が明確に

P 
説明できないとL、う v とは，結局 も明確rなってないのと同じこと'-'----~d_.， !PP!H)， Y 't) ';/JIlt:t:V'-

になり，故に投資を一種の与件と考えねばならないし，又，投資は4".....，， 5

年の予測しか可能でないために， カルダー・モデノしでは所与としているの

である O

さらに次のように変形ずると，

よ=(ゆ-m/1-h¥十sw 制)

( 1+ρ) 

W } 1 
sβ>sUJであり'Pとy は双曲線で描かれ， 相関関係にあることを

示しているc

又，会計恒等式からみて， ある所与の労働・資本比率に対する要素価格

比率の所得分配に関する方程式は

日1 _ PL L .....・・・・・・・・(32)P - P
K 
K 

(……PK は広い意味での実物利子率と考える，Kを貨幣資本的に考える〉

この~O)式の背後には限界生産力説が含まれており，方程式(31) と側は三つ

1 W P ー
の末知数 L の中γ つの万程式 ~L て分げられるが，式は(31)Y' p" P

K 
V./'T' ，~一一 一

とC32)の二つであるから，末知数を・定の額にもってくることはできなL、。
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そこで 1 W 1¥ を工Lニークに一つの他とするならば，式を他にー
Y' P' PK 

つ作らなければならないが，会計的な恒等式からはそれ以上作ることはで

きなし、したがって，別の観点から第三の式を形成することによって， こ

の欠けた部分を行動方程式で補わなければならなLJ
〉
O

まず，需要構成比J与を考えると，ゆと s10 を所与として， 平均消費性

向lよ，

1-U(-C )-m伴)
で， したがって，消費 (Dc)は Y-:iρP+swWで同様に， 投資 (D[)

は， ゐP+swWである O したがって消費の投資にたいする比率(需要の

構成比率)は，それ故，

Dc Y-stP-sww W+P 
一 一← 一一 一1・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(品)D[ - stP+swW 

-
stP+swW 

P によって，

36) 
W

←+1 
Dc _ P 
D， - w -1 ・・・・・・・・・…・・・・・・・・・・・・・・・

・・…・・・・・・・・・・・・(;).l)
， 

SWp +sp 

よって，仮定によって，忌>s1O となり，更に次のように単純に書ける口

~~-= f (1j:-) ， df ¥ハ
d (_lj: Y"V 

35)式は三つに分けることができるつ (1)会計的に全体の同行出主賃金と利j聞からなる c

(め行動方程式というのは，全体の消費財に対する支出額というものは，所内と所i'J
の分配によって決まる，これは結局，消費財に対して支出を行ろ人々が.どのよう

に消費を決めるか，ということで，それは所得の大きさと自分が相対的に一体どれ

だけもらったかということによって決まる，ということは行動方程式は消費者の行

動を表わしているつ (3)需要と供給がアンパランスだというときに、どのようにして

需要と供給がパランスするかという均等式であるつ今ここでは均等式は問題でない

が，需要と供給は一致しているとみている。

36) D1 は需要量を価格に関係づける徴視経済的な関数ではないということに注怠し

なければならない，そうで、はなく D1 工ド、/レでj則った投資財への支出額なのであ
るつつまり ，JJ~:(f:には，需要というと治世者が;Z!l lする大きさによるものであり，

Lti!民所内的にみて之出頭を表わす， {故視的理論では古要;工価格に結びつけられる
が，巨視的理論でt需要は価格の関数となるじ
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方程式(ぉ)は，需要の構成比率が所得の分配に依存していることを示し，

投資財に比例し消費財の需要が増大する結果，利潤に比例して賃金が増大

することを示している O

次に，二財の生産はともに非弾力的とすると，それ故，一種類の財への

需要の相対的な増加は，その相対価格の上昇をもたらさねばならなし、。つ

/P¥ 、1-; / Dr; ¥ まり，二財の相対価格( ι)は需要の構成上ヒマ、( ι)に依存していて，¥P[ ノー¥D[} 
同じ方向に変化する C

Zf=司会)， ゐ>0
1 W Dr. 

ここで，ファーグスン自身の 5つの基本的な比率変数， b 

Y' P' D[' 
P
Q そして ζι が導入されたわけであるが，これらを説明するために

~ 1 ~ K 

は，余分の変数を導入Lないで，要素価格比半を含む一つの方程式を作らね

ばならなL、。又， これまでは生産の条件に関しての明白な説明は避けてき

た。カルダ、一・モデノレの制式にしても投資の率を説明するだけであって生

産条件まで考えていなt'CJ 又， ファーグスン・モテ、ノレの倒式にしても分配

率をいっているだけであるし吏に，倒f，制式にしても生産要素をどれだ

け投下すれば， どれだけ生産物が出てくるかをいってなし、。いわば，生産

条件の式ではなし、。だが，倒式のように，労働分配~.f{が生産に投下した労

働と資本の相対価格と生産に投下された労働量の積になっている O この背

後には限界生産力説とL、う生産力に応じた分配とL、う考え方が潜在的にあ

るが， これまでの新古典派の多くの学者の聞においても生産条件に関す

る説明はなお避けられているD 先にも述べたように，労働の供給 (L)と

資本の供給 (K)は一定であると仮定した。一般的均衡条件を満足させる

ためには，労働に対する需要，資本に対する需要はそれらを与えられた供

給に等しくなければならなし、。つまり，資本の供給と労働の供給というの

は所与であり，労働力人口から生産年令人口を加え，労働力人口を加える

と，経済の中で決まるのではなくして， どれだけ労働供給が可能かという

ことが， とくに分配問題を論ずる場合，短期問題と考え10年くらいで考え
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w
一P

w 
p 

~--------;I--~-----r--~ 
L (b) PK Y (c) 
K 

31¥ 
P/ 

(α「一一九 (b) 

n
山一品

，α
 

( e) 

(凶 7-a)について，純投資によって資本がふえ，人口の増加し労働参加率の上

昇によって労働もふえてくるが，両者の憎加をみると， δ. ブアヴリカント〔“Basic

Facts 011 Productivi ty ι・hage"Oc仁出ionalPaper， ~o. 63. (N. Y. ~atic)l1al Bureau 

of Ecol1omic Research 1959日から K のよ削11の ;JiJ~ Lの増功よりも大きく，故に

LはKの-}jが大きくド;jに移行する(小さくなる)，マルクスの用語をかりると，資
L 

示の有機的構成が高度化して'Kがノj、さくなると，分配率が下がって相対的に窮乏化

するという結果になっている。つまり，マげスによると主が低下すると相対的過剰

人口によって産業予備軍がふえ，Kの需要は増大するが，Lに対する需要が小さくな

ると考え，相対的にも， IrJ"] 11 ~flこ，絶対的にも窮乏化すると考える C つまり，亭業予備

軍がふえるということは， Zが悪化するということであり，ブアークスンの主の低下
が予の上昇をもたらすことになる結論とは，両者はまったく逆の結果をもたらすこと

になっている。だが，現在のマルクス主義経済手:者のいう「相対的窮乏化 Jは単なる

労働者の実質所得の相対的低下ということではなく，雇用，失業，労働条件，専:を含

めた状態の意味でのそれらの階級を問題にしているのであるから，労働の分配率(賃

金)の低下と同一視することは適当ではないかも知れない。

(図7-c)について，成長率と固定投資比率との聞にはプラスの相関がみられ，

固定投資比率の高い国ほどIfZ長率が高い， 成長率が|バ]じであれば， 開発途上国より

も工業国の)Jが固定投資比率が高まる傾向がある。 つまり成長率を高めようとすれ

ば， より多くの投資が必要であり， また， 労働力の余裕の少ない先進工業Il~ほど

労働から資本への代常が高まってくることを立味する。 国際的にみた場合， 以上
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U

r ァ 11'J." lh"'.，r .1. "'" / 1 I TY 、のことがいえ?っ更に例えば，開i13途上LhliCおいては. がJド市IC/j、与く 1+子が
p"':/I IIJ~- ..J r'if 

上舛すると，すが極端に下がって，(st-SW)の差が大きくなるつ之，示が変化すると，

さらに大きな割合でい変化する。 ・般的にいって，分配率が労働者に有利になると

極端に投資(1)がす、さくなり，資本蓄績ができなくなるコしたがって，経済発展が鈍

化し，政策的には政府は消費財に使える分配分を少なくする政策をとる p 逆に，先進凶

では(三ω)が非常に上昇してくるのに比べて，(Sp) (工あまり変化しない。そこで，賃

金が上昇するのに投資は変化しない。又，社会主義iI長i卦や厚生経済のより発展した資

本主義諸lfilで、:工 (sP)が小さくなる， 生産物の一定割合を政府が管理し， いわゆる

(sp)を政府管理の下で行ない，そうでないと，(sp) ;主社会主義，i凱101で、はないわけで

あるから，令部労働者にすると • (SP) :ヱゼロでゆ-swはマイナスになり，投資の

絶対:uJ:iマ i~)スになってくるっそこで.ケ f ンズは sþ-sw の lt~ をす、さくする考え

で，;を附するものにザIJのものをもってきたc st-sw=U叫ると，;ニ(sP-SW)

1. W ずず
~W+S1(" 式でほ '1" と Fか関係がなくなり.分I~L率によって投白が決まらなく
1+'t 
なる，故に投資を決めるものはりiJの弘1凶l乙なってくるつ

W 
(凶 7-d)について，'p =0， w=oの11:]'，DcくD，で，つまり ，sp>suらである
から，賃金がゼロの/I'y，Dc>D/であり，そこにおいて一定の大きさ (DclD/)の量

があることを示している。これがどれだけの大きさであるかは実際の統計資料で構成

を調べなくてはならない。賃金がゼロのH:j，消費財の百:要はどれくら¥，、で，投資財の

前裂は果たしてどれくらいあるかによって，その長さが決まる，賃金がゼロよりもふ

えると ，Dcも D，も上昇する，その比率は直線で示される。・
(凶7-b)はブアーグスン・モデルに新たt乙筆者が加えたものである。この凶示

二、..._P
からしても，彼のモデルは，フレンドリーと|日]僚にyは直接的にはyによって決まっ

ている。

ている。働げる14才以上という人口は決まっているから;元気がL火、から供

給がふえるというのではなく，一定であり，他方，資本の方も過去に蓄積

されたものが供給をするわけであるから一定であるO つまり，生産要素の

..，. ，!. "，'.%:.=$"" u.f L¥v 価格比はすでに決まってL、Q 生産要素の比(t)K.依ιするということで，
¥KJ 

逆関数型をもってこれを書くと，

P，. 1.1 L ¥ dh 
pー-= It ¥ -j(-) ， -;?--rーく0・・…・・・ ・・・・・・例
一、 dl←-¥

¥K J 

制式から，相対価格が変化すると賃金対利子の比半が変わって，それに

もとずいて生産に使う労働 (L) と資本 (K)が変わってくる，と考える

L 
のが順序であるが，ブアークスン(工 を一定と考えているQ 価格の方が

K 
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むしろそれによって決まると考えているのである O つまり，納式は生産条

件を表わしていて，生産要素をどう L、う比率で使うかということ，それを

生産要素価格と結びつけている O

制，倒，制， (，同~， (37)式は静学的な均衡の完全なモデ、ルで(第7凶)によ

つて凶fl

パラメ一タ一だけを含んでで、いるのでで、あるカか￥ら， 体系の比較静学的な行動

は，このパラメーターを移行させることによって分析される O ここで，各

々の比率変数の決定順序を図示的にまとめてみると次のように描くことが

できる(カッコ内の番号は方程式番号である37))。

I 

同/， y
PL W / j{(given)→ ι→ァー¥

“ 例日制 (狙)¥DG P
G 

D，→ P--; 
(36) 

ある期間におけるプラスの純投資の水準は，次期で利用可能な資本量を

増加させるO つまり，純投資が行われると，投資された分だけ資本がふえ

るということであり， 同様に，人口の増加と労働力比半の変化の双方は，

利用可能な労働の供給に作用するo(第7凶)， (れみられるように，主に

p 寸、 ω

おける下方移行は一 ι の増大を勺|ざU~す。」の例式によって，所与の
PK 

労働・資本比率が均衡の要素価格比半を決定することを示している O 又，

fι の新しい価値は悌7図)伽新しい線にそって上昇する。 ;ーと
ιK 

W 
← ι 線の交点が所得分配を決め の新しい価値は方程式(32)のグラフで
PK 

I1YT""./ ./--./¥，¥¥1-1 -1/1 P~ /.J ~u. c-v，""'，-/， P 
あり，直線の勾配は一定の労働・資本比率を表わしている。ここでの主要

な問題は労働の相対的分配が上昇するか，一定にとどまるか，あるいは減

少するかどうかを決定することにあるo しかし，この写は(図7)的)

の曲線の位置と型に応じて変化することに注意しなければならなし、も

しこの曲線の位置が詳細に具体化されないならば，唯一の比較静学的な

37) K.羽T.Rothschild，“Different Approaches in Distribution Theory"， KYKLOS， 

Vol. XXIV-1971， Fasc 1. p. 15. 
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結論が下されるだけであるO その結論というのは労働の相対的利用可能量

の減少がその労働の栴対価格の上昇を引きおこす原因となるO この結論は

彼自身述べたように，彼の論文で構成されているような詳細なフレームワ

ークのようなものぽ何んにも必要ないのであるっ 又， この問題で前要な

(第7図)の(a)の曲線を詳細に明記する為に，生産条件を細分化して述べ

ることが要求される O これはー財だけをもってすると，相対的要素需要の

弾力性はほとんど代替の弾力性と同じであるが，二財を考えると決定関係

が相互依存的になって明確にならなくなる。

C2J独占度理論と総合理論

2-1 カレツキ一理論

新古典派理論l土完全競争市場を前提にすることからはじまるが，現実の

経済は多かれ少なかれ， この前提条件から講離している O そこでむしろ競

争の不完全性，ないし独占とL、う要因に着目して， これを所得分配の主た

る規定因たらしめるところの，いわゆる"独占度"理論が登場してくるこ

とになる O そこで，この節で(土，経済の独占的諸力が分配率に及ぼす影響

について分析するO

分配率を変動させる要因の中で，その重要な一因として， カレツキーが

強調した企業の独占力の強さが挙げられるO それは，経済全体の独占度が

高まると，それによって労働への分配不ば低下し， 利潤を不変としたまま

社会の所得水準は賃金の犠牲におし、て引 I~(f られるということである O

いま，貯蓄が利潤からのみ行われると仮定するとき，資本家の投資が貯

蓄にちょうど等しくなるように利潤が決定され， このようにマクロ的に決

められる利潤が分配率を媒介にして国民所得の均衡水準を決定する。そし

て，所得決定の媒介項となっている分配率はいかにして決まるか， という

とき， 視野を国民純生産の所得循環だけでなく原料循環にひろげ，更に

完全競争の前提をすてて，不完全競争の支配する現実的な市場形態を導入

する O この意図は，分配決定の問題に不完全競争下における独占企業の価

格形成の政策を結びつけようとする視角の明示にある G そして価格形成原

理としては，伝統的な限界原理による代わりに，独占企業のフル・コスト
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原理的な行動様式を想定ずるつ

カレツヰ二事ーにしたがって， この理論を展開していくと，

三一 I~'.
日'-- '1 

W....‘・・・・・・・全業の総賃金支払額

M.…H ・H ・..原材料と加工された材料に支出された額(総売上高)

W+M.・・・・・総主要費用

不完全競争下の独占企業は設備の完全能力点以下で操業していると考え

られるから，平均主要費用は不変であって，平均主要費用は企業の短期限

界主要費用に等しくなると考えてよ L、ゆえに， カンツキーは基本的な前

提条件と Lて， 企業の短期限界費用を一定と仮定するD 企業の価格形成

(土，この主要費用に一定率の利潤の加算率(マーク・アヅブ)をつけ加え

て，行われているとみるのが，価格形成におげるフル・コスト即J命の立場

である O この， 平均主要費用に対するマーク・アップ比率を hと書き，

これを「独占度jとよぶ，

そのW!f

k(W +M)38).一………-…-……....……..……総売上自j

k(W+M)一(W+M) = (k-1)(W +iVf)…粗利潤

このように考えると，国民所得 Y は

Y=W+(k-1)(W+M) …………… H ・H ・...…・… H ・H ・..…(，効

故に，賃金の分配本(~)は，

w W 
Y W+碕-1)τW干沼了

1 ...側
1十 (k-l)(j+l) 

(j=長賃金総額に対する総売}-.:，臼の比率)
1 

・・・・・・(39)'

1+h3 

38)主要費用をこえる利潤マージンは，IIが大なるほど大である。
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同式を一つの因果式として考えると，賃金の分西昨(~) :ヱ，独占引
と，賃金総額に対する総売上高の比率 jに依存するっそして賃金の相対的

分げ前は彼によると，同式によって hが大なるほど，又，賃金総額と総売

上高との間の交換条件 jが高いほど，牛.産労働者の分け前は小となるσ

(第1表)アメリカとイギリスの場合のl卜l民川内における

生産労働者の相対的分げ前39)

¥¥年次 1911 1919 コo¥ '21 三2 '23 '24 '25 '26 '27 '28 '29 1司 ¥¥i'n 'U 

イギリス-10.7 一一一一-43.0 40.8.42.0 43.0 43.042.-1 

アメリカ-34 . 9 37.-1 35 . 0 ~i7. 0 39 . 3 37. 6 37. 1 ~i6 .7 37. 0 35 . 8 :l6 . 1 

¥¥¥王手次官 '31 '32 '33 '34 '35 
I~\J 

イギリス 41.1 .43.7 43.0 42.7 42.0 41.K 

納式によって， カレツキーの賃金分配本の動きは次のように説明され

るO 景気の循環を通じての賃金分配弔の短期的な不変性については，kと

jとが相互に反対方向に変化してその効果を相殺しその結果として分配

率を不変にたもつ傾向がある O

すなわち，一方では h が，不況期に哨大し，好況期に減少するのにた

いして，他方では j がそれと反対に不況期に減少し，好況期には増大す

る40)。これに反して，賃金分配ネの長期的な動きについては， それほど明

確な説明はできなし、。ただ，独占度は長期的に増大するであろうから，も

し jが減少しないならば， 労働の分配率は低下傾向を示すであろう。な

お，カレツキーが具体的た事例としてあげている期間，すなわち(第一表)

のアメリカの1909ー 25年間，イギリスでは1913-35年間においては jは

hと反対方向に変化して，賃金分配率を不変にたもつような効果を発揮し

ているのであるが， これは一般的傾向とみなされるべきもので、はない。

39)資料:M. Kalecki.“The Distrihution of the National lncome"， pp. 199-200. 

40)このような jの動きにたいしては，農業や鉱業など，原料生斥部門の短期限界費

用曲線が，色、勾配で右上りの曲線になるからだ，という説明がある。
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しかしながら， カレツキ一・モデルには多くの問題点が残されている。

その第 J として，彼ほ基本的な前提条件として，企業の短期限界費用を

一定と仮定しているが，限界費用は産出量の増加とともに増大する 41l。こ

のことからも非現実的であるということっ第三に，彼のモデノLば狭義の賃

金，すなわち，生産労働者 (manuallabour)の賃金の分配率の動きを説

明するために構成されたものであるから，広義の俸給やその他の給付を含

む賃金の分配本の分析に適用することがむずかしL、第三に，制式の基本

方程式から明らかなように，企業の独占力が増大すれぽするほど賃金所得

の分配中はますます低くなると L、う構造になっているつなるほど，個別企

業の次元においては，独占力の増大はたしかにその企業の利潤を増加さ

せ，賃金分配率を低下させるであろうが， これに反して総体経済の次工に

おいては，それは実質賃金の下落を引起しその結果として総売上高の減

退をもたらすから，たとえ利潤の分配率が上昇するとしても，その絶対額

を必ずしも増加するとはかぎらなし、。それは，有効需要に対してはねかえ

り作用を発揮するから，総体的賃金分配率ーを必ずしも低下させるとはかぎ

らない，とも言える O カレツキー・モデ、んは， このように有効需要を媒介

とする独占力の影響を考慮していないのである。最後に，第四として， モ

デルの hは一種の目視的指標ではあるが， これも徴視的な価格分析の手法

を総体経済の領域に応用したものであって，独占度 k~土個別企業の独占度

の加重平均であるから，所得分析とはまったく同じレベルの巨視的概念で、

はない， ということが三ーえる。

また最後に，仮に現実の資本主義経済が独占度を増大させていく傾向に

あるとするならば，それは分配率を低下させていくであろう O これはマル

クス理論の着想と同じであるが，現実においては，長期にわたって分配率

の不変性がみられることからすると， この独占度の上昇が分配率低下の効

果を打ち消すように(胡式の jが働いてきたのでなければならなし、。つま

り，製品価格に占める原材料費用が，賃金貸用に比べて相対的に低落して

41) M. W. Reader，“I台habilitationof Partial E'1l1ilibrillIl1 Theorγ， A. E. R. 1%2， 

pp. 191-2. 
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きたので、なければならなし、。また好況期で、は企業間競争が独占度を低下さ

せる効果を相殺するに足るだけ原料価格が賃金コストに比べ相対的に上昇

するように働くという，相殺作用が示されなければならなし、。

しかし最近では，分配工事の不変性の事実それ自体にはかなり有力な懐

疑的見解が表明されているしま7こし、ずれかといえば，賃金所得分配率の

傾向的な上昇を示す実証研究もあらわれている O 仮に後者が事実であり，

又，カレツキ一理論が正しいものとすれば，独占度の上昇傾向の効果を打

ち消してあまりあるほどの原料節約的技術進歩が進行して，それが原料価

格を賃金率に比して大きく相対的に低めてきた結果で、ある， とみてよいで

あろう。 しかし カレツキーの倒式からは後者のような帰結はでてこな

い，ここにカレツキ一理論の問題点が残るのであるO

2-2 ミツラ理論

先記の2-1で、述べたように， カレツキーの理論が非常に崩れやすい経

験的な基礎の上にたてられているということを述べてきたO さて， 2-2 

では， 1871年から 1912年までのイギリスの統計的データーを吟味した結

果， rすべての理論的なものとは逆に独占度は長期的にも大した変化を示
していなし、42)Jと主張しつつ，一つのニューグな分配理論を展開したミツ

ラを紹介してし、く。

A. ミツラはカレツキーの独占度を用いた統計的な確証を得ょうと試み

た結果43) カレツキーの理論を否定させ， そして企業行動にかんするクル

ーノーのモデルにもとずいた修正モデルを提案したのである O

彼の論文において44勺"独占度は長期的にあまり変化がみられないつ

まりこれは，独占度と原料の価格水準の同時的な正反対の運動によって賃

金分配率の安定性が維持されるというカレツキーの主張を否定するもので

あるO なぜならば，歴史的に，原料の価格水準は激しい変化にさらされた

が，独占度の一方向的な運動を強力に阻止する特別の惰性が存在すること

42) M. Ashok，“The Share of ¥Vag出 inNational Incomeぺ1954.p. 41. 
43) M. Ashok，向上

44) M. Ashok，同上
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ば明白であるからであるD ミツラはカレツキーの分析結果とは逆に，原料

価格の騰貴は労働の相対的分げ前を上昇させる， とL、う実証的統計的検証

の証明を試みたのであるつ結局， カレツキーは所得分配率は独占度によっ

て決まるとしながらも，実際には，所得分配率の動向によって独占度の動

向を推測したということと，更に独占度そのものの統計的推測がなされて

いないということが，カレツキ一分配理論の致命的欠陥であった。とミツ

ラは批判し，そこから彼の分配理論の形成がはじまるD

所得分配率の安定とL、う事実を基礎として独占度についての結論を算出

したカレツキーであるが，その独占度に関する統計的データーを基礎にし

ていない失敗に対して， ミツラの場合は理論的構造と，その統計的検証と

L 、う二つの側面でもって分析をはじめているo

仮定

すべての市場は不完全競争である O

いま番目の企業者の供給量を qi，その費用は供給量の増加関数，

ci=ci(qi)， Tを市場価格とするO 利潤は

πi=ρqi -ci(qi) …・・・…・・・・・・…・・・…・・・・・・・・・・・・………………附

である O

次に， ミツラはクルーノーの仮定を適用 Lて(その競争者が彼の数畳変

化に反応しないであろうとL、う仮定のもとで利潤の極大化を計る)合

: f)t f)cーハ~~， =t+qi一 一 =u・・・・・・・・・・・・…ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・仏1)θqi r'  '1" f)qi f)qi 

次に，需要関数と総費用関数が線形であると仮定すると，

t=a-1hqi…………..・ e・-………………………....… υ …'"一'(42)

で示されるo a'土零需要価格を示す。
f)t _ ι 

・・・例。qi
そこで，附式は

P-b}qi一空王=0・H ・H ・-…....・ H ・....・ H ・..……....・ H ・..…・…同
ヲ f)qi

すべての企業者の費用関数は同ーと仮定して，
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ci (qi) = Co十clqi (i = 1， 2，……， 11)…...・ H ・..……………(お)

である。 (nは市場における不完全競争者の数)七

11 f同の企業者を集計Lて，

11t-b1q-11Cl=O ・...一-一…・・・…・・・・・・・・・……・・・………・・・…..'(46) 

11(ρ-c1)b1q……………………………………'"・ H ・.....・ H ・..(47) 

bq=α-tで、あるカミら，

n(ρ-C1) =a-ρ ……………..，・ H ・-…・………… H ・H ・-……同

'. t=1!:主土空……………・・・………一.......・ H ・..…・…....・ H ・同
11+1 

そして，産出量は

q=??生三旦)..…・・……一……・・…・・….....・H ・...……一一…・…附
(12十1)b1

グルーノー・モデルで、は45) 寡占の場合は，

q=2工空二旦〉………………………………・…………………刷
3b1 

独占の場合は

q=.{l，ーC1-ー一一一一・・....'" ... ...... ... ...... ...... ......• ........... ... ... ......$2) 
1b1 

完全競争で ηが無限大の場合は

q=立五~1_ 同

であるO

1υ7 

最後に，減価償却引当金が主要費用の一部としての企業者にとって同ー

であると仮定して，kρとするc

45)クルーノーの分析は本来的にミグロ的分析水準における価格形成の分析であった

ものを，マグロ的経済の水準にそのまま適用しうるかとL寸問題が残るが，その適

用可能の前提は全体としての経済も個別的産業と全く類似した行動バターンを示す

ということにあり，各企業は同質的産出物を生産し，同一費用関数をもち，決定さ

れる価格も同一であり，企業者の競争力もすべて同一である。単ー一商品，単一価格

のこの仮定の下で，社会の所得分配は，企業者の数と，彼の価格及び産出量決定意

志によって直接的に決まる， (児玉元τj7.， ミツヲの分配理論，経常と経済， 第47年，

fn ~冊，市100号， p. 15. 
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(0くk<l)，そして労働の投入係数を gl， 原料の投入係数を gz.(ミツラ

は労働割当-laborquota，輸入割当ーimportquota，とよぶものである)

とし賃金率を W，原料価格を rで示すと限界費用関数 C1 は，

Cl=gl研'+g2Y+kρ-

(kρの項l土産出の単位当りの減価償却をあらわしている)

賃金率と産出物価格との関係は

時'=sβ

S は比例係数を示す。

Clg1Sjう+gzr十hρ.

側式を倒に代入して，

p=(ngJ~ρ 十 g2Y+kp) +α
n+1 

..........・6カ

同式より

g2r+互
n 

lう= 唱 ……………・・・……………・・・・・・・・…-………(58)
1+す-gls-k

が得られるO 賃金総額は glWqであり，純国民所得は

[(l-k)ρ-gzYJq ...・ H ・..………...・ H ・.....・ H ・..………………闘

であり，国民所得中の賃金の相対的分け前 ωは，

ω gl W glSρ 
ρ(l-k) -g2r ρ(l-k) -gzY 

(60)式に同式を代入すると，最終的には，

明 g2Y+γ
・・(61)ω一 (l-k)α-g2Y

Sglg2Y+ 一一← 11十一一

このお1)式が賃金の相対的分け前に関するミツラの基本方程式であるO 彼

によると，方程式(61)から三つの結論をみちびきだす。第一に，賃金・価格

比率の増加は，労働の相対的分け前を増加させるであろう O 第2に，労働

割当 (gl)-labourquotaの増加は労働の相対的分け前を増加させるであ

ろう O 第 3に，減価償却率あるいは，輸入割当 (gzーimportquotaの増加
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は，労働の相対的分け前の増加をもたらずであろう 46〉O

結局， ミツラのモデ、ル式において労働の相対的分け前を決定する要因

は，労働投入数 (gl)，原料投入係数 (gz)，減価償却半 (kρ)，賃金価格比

率 (W)，零需要価格 (α)，競争企業者の数 (n)である O このうち最初の

三要因は技術構造を示し，残りの要因は市場構造を示す。

実際，零需要価格 (α〉は価格決定者としての企業者の力を示すであろ

うO さらに，零需要価格と競争者の数とあわせて所得分配に影響する市場

現象を構成し， 原料投入係数と労働投入係数とは生産の費用構造を反映

し賃金価格比率(実質賃金)は商品市場と労働市場をむすびつけている O

以上がミツラの理論的側面であるが， ミツラとカレツキーの最も対照的

なものは所得分配における原料価格の役割である O カレツキーでは， 原料

価格の相対的上昇は賃金分配ギを低下させ， ミツラでは原料価格の相対的

上昇は賃金分配率を上昇させる O この対照的な相違はどのように説明され

るかというと，カレツキーでは不況期間の賃金分配半の火定性は，独占度

の上昇による分配率逓減効果が， 原料価格下落効果によって相殺されて維

持される。ミツラでは分配率の安定性は，原料価格下落による分配率逓減

効果が，貨幣賃金率の下方硬直性によって生じた賃金価格比率の上昇効果

によって相殺された結果維持された。カレツキーは独占度の変化を所得の

相対的分け前の変化に関係づけているが， ミツラでは独占度は短期的にも

長期的にもあまり変化していないのである O

ミツラは又，所得分配率決定に関係する社会的・政治的要因に言及して

労働組合の力を重視する。その政治的な圧力を考慮するならば賃金分配率

は将来において低落する可能性はほとんどない， と結論するが， ここで

は，その統計的実証にはふれない。

むすび

ファーグスンは新古典派の欠陥を指摘し総合理論への一つの提案をし

めした。つまり，新古典派理論は競争に帰することで基礎をおいている。

-16) C. E. Ferguson，“The Neorlassical Theory of Production 日ndDistribution"， 

p. .'313. 1969. 
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いいかえると，完全競争の存在が仮定されなければならなし、。また， この

仮定の下では，新古典派理論は一つの競争的均衡における相対的分け前を

決定する諸力を示している O だが，完全競争の仮定は次の二つの理由によ

って望ましくないのである O 一つは，現実の経済社会は完全な競争でもな

ければ，あるいは，それに近似している状態でもなし、。ファーグスン自身

もまだ，実証的論拠を示しているわけでもないが，独占の存在が，相対的

分け前の基本的な決定要因を変化させるであろう， と彼は述べている48h

二つに，例えば，独占の要素の存在が，相対的決定要因を変化させないと

しても，独占度の変化が，おそらく確実に相対的分け前を変化させていく

であろう O このように，分配モデルは独占の程度の変化にある相対的分げ

前への比較静学的な衝撃を分析するための若干のメカニズムをもたなけれ

ばならなし、。更に，三つの要点， (1)，商品に対する需要が分配に影響し，

(2)， 生産関数が分配に影響するo (3)， 動態的プロセスを考える必要があ

るO と，先の二つの新古典派理論批判を総合すると，それは成長と分配の

基本的原理を追求することが可能となるであろう O また，企業の独占力が

分配に及ぼす影響は経済の発展段階によって異なり，成熟以降の段階にた

つした経済にあっては， あたかも個々人の側における貯蓄性向の増大が必

ずしも経済全体の総貯蓄を増大させるとはかぎらないのと同じように， 個

々の企業における独占力の全般的な増大は，経済全体の総利潤あるいはそ

れの分配率を必ずしも増加させるとはかぎらないのである O

第2章2-2では，企業者の側における独占の問題について考えてきた

のであるが，現代の資本主義経済においては労働組合の独占力ないし交渉

が分配率に及ぼす影響を無視することはできなし、。

今日，数多くの理論家たちによって巨視的分配理論の命題が提起され，

それらを完全に網羅することは不可能であるが，近年，需要面と供給面の

影響力を総合した理論への努力がなされている O 分配の決定要因を生産構

造，需要構造， そしてさらに市場形態を現定する構造的ノ4ラメーターの中

-18) C. E. Ferguson，向上， p.-34. 
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に求めて，新しい角度から所得分配の理論を展開するクレレ仰やクソレーパ

_50)の分析もまた，この総合化の傾向を進めている O

最後に重ねて，分配理論が他の経済理論から独立して存在するものでな

いとし、う認識を強めなければならなL、。それは又，全体としての経済理論

への課題であるということであるが，分配理論も更に， 成長する寡占経済

の分配理論として再編成されてゆく方向を見出していかなければならな

し、。
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